
関係法令等 

 

●地方自治法●  

(契約の締結)  

第二百三十四条 売買、貸借、請負その他の契約は、一般競争入札、指名競争入札、随意契約又はせり売りの方

法により締結するものとする。  

  

●地方自治法施行令●  

(一般競争入札の参加者の資格)  

第百六十七条の四 普通地方公共団体は、特別の理由がある場合を除くほか、一般競争入札に次の各号のいずれ

かに該当する者を参加させることができない。  

一 当該入札に係る契約を締結する能力を有しない者二 

破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者  

三 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成三年法律第七十七号)第三十二条第一項各号に掲げる

者  

2 普通地方公共団体は、一般競争入札に参加しようとする者が次の各号のいずれかに該当すると認められるとき

は、その者について三年以内の期間を定めて一般競争入札に参加させないことができる。その者を代理人、支

配人その他の使用人又は入札代理人として使用する者についても、また同様とする。  

一 契約の履行に当たり、故意に工事、製造その他の役務を粗雑に行い、又は物件の品質若しくは数量に関し

て不正の行為をしたとき。  

二 競争入札又はせり売りにおいて、その公正な執行を妨げたとき又は公正な価格の成立を害し、若しくは不

正の利益を得るために連合したとき。  

三 落札者が契約を締結すること又は契約者が契約を履行することを妨げたとき。  

四 地方自治法第二百三十四条の二第一項の規定による監督又は検査の実施に当たり職員の職務の執行を妨げ

たとき。  

五 正当な理由がなくて契約を履行しなかつたとき。  

六 契約により、契約の後に代価の額を確定する場合において、当該代価の請求を故意に虚偽の事実に基づき

過大な額で行つたとき。  

七 この項(この号を除く。)の規定により一般競争入札に参加できないこととされている者を契約の締結又は契

約の履行に当たり代理人、支配人その他の使用人として使用したとき。  

(昭三八政三〇六・全改、平一二政三七・平二〇政二五・平二六政三四五・一部改正)  

 

第百六十七条の五の二 普通地方公共団体の長は、一般競争入札により契約を締結しようとする場合において、

契約の性質又は目的により、当該入札を適正かつ合理的に行うため特に必要があると認めるときは、前条第一

項の資格を有する者につき、更に、当該入札に参加する者の事業所の所在地又はその者の当該契約に係る工事

等についての経験若しくは技術的適性の有無等に関する必要な資格を定め、当該資格を有する者により当該入

札を行わせることができる。 

 

(一般競争入札の公告)  



第百六十七条の六  普通地方公共団体の長は、一般競争入札により契約を締結しようとするときは、入札に参

加する者に必要な資格、入札の場所及び日時その他入札について必要な事項を公告しなければならない。  

  

●那覇市契約規則●  

(一般競争入札の参加資格等) 

第 3 条 市長は、一般競争入札に参加しようとする者が政令第 167 条の 4 第 2 項各号のいずれかに該当すると

認められるときは、その者について 3 年以内の期間を定めて一般競争入札に参加させないものとする。その者

を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理人として使用する者についても、また同様とする。 

2 政令第 167 条の 5 第 1 項及び第 167 条の 5 の 2 に規定する一般競争入札に参加する者に必要な資格は、市長

が別に定める。 

 

 (一般競争入札の公告等)  

第 4 条 市長は、一般競争入札により契約を締結しようとするときは、その入札期日(電子入札にあっては、入札

期間の末日)の前日から起算して 8 日前までに次に掲げる事項を公告するものとする。ただし、急を要する場合

においては、その期間を 5 日前までに短縮することができる。  

(1) 入札に付する事項  

(2) 入札に参加する者に必要な資格に関する事項  

(3) 契約条項を示す場所  

(4) 入札執行の日時及び場所(電子入札の場合は、入札期間及び開札の日時)  

(5) 入札保証金(法第 234 条第 4 項の入札保証金をいう。以下同じ。)に関する事項  

(6) 第 10 条の 2 第 1 項の低入札調査基準価格又は第 11 条の最低制限価格を設けるときは、その旨  

(7) 入札の無効に関する事項  

(8) 電子入札の場合は、その旨  

(9) その他入札に関し必要な事項  

 

(入札保証金の免除)  

第 8 条 市長は、一般競争入札に参加しようとする者が次の各号のいずれかに該当するときは、入札保証金の全

部又は一部の納付を免除することができる。  

(2) 第 3 条第 2 項の規定により市長が定める資格を有し、かつ、契約を締結しないこととなるおそれがないと

認められるとき。  

(3) 過去 2 年の間に本市その他の官公署とその種類及び規模をほぼ同じくする契約を 2 回以上にわたって締結 

し、これらを全て誠実に履行し、かつ、契約を締結しないこととなるおそれがないと認められるとき。  

 

(契約保証金の免除)  

第 30 条 市長は、次に掲げる場合においては、契約保証金の全部又は一部の納付を免除することができる。  

(3) 第 3 条第 2 項(第 19 条で準用する場合を含む。第 32 条第 2 項第 2 号において同じ。)の規定により定めた資

格を有する者と契約を締結する場合において、その者が過去 2 年の間に本市その他の官公署とその種類及び規

模をほぼ同じくする契約を 2 回以上にわたって締結し、これらを全て誠実に履行し、かつ、契約を履行しない

こととなるおそれがないと認められるとき。  



(12) 市長が、契約の性質又は目的により、前各号に準ずるものとして契約保証金を納付させる必要がないと認

めるとき。  

  

●那覇市長期継続契約を締結することができる契約を定める条例●  

(長期継続契約を締結することができる契約)  

第 2 条 政令第 167 条の 17 に規定する条例で定める契約は、次に掲げるものとする。  

(1) 物品を借り入れる契約で、商慣習上複数年にわたり契約を締結することが一般的であるもので規則で定め

るもの  

(2) 継続的な役務の提供を受ける契約で、複数年にわたり契約を締結することを要するもので規則で定めるも

の  

  

●那覇市長期継続契約を締結することができる契約を定める条例施行規則●  

(長期継続契約を締結することができる契約)  

第 2 条 条例第 2 条第 1 号に規定する契約は、次に掲げる物品を借り入れる契約とする。  

(3) 事務用機器及び通信機器  

2 条例第 2 条第 2 号に規定する契約は、次に掲げる継続的な役務の提供を受ける契約とする。  

(1) 物品を借り入れる契約に伴う保守  

  

●那覇市物品購入等入札参加者の資格等に関する要綱●  

(資格の認定及び登録)  

第 10 条 市長は、前条の審査委員会の審査結果に基づき入札参加資格の有無を認定し、入札参加資格があると認

定された者(以下「有資格者」という。)について物品購入等入札参加資格者名簿(以下「名簿」という。)に登録

する。  

2 前項の規定により、登録することのできる業種は、1 申請につき 3 営業業種までとする。  

  

●那覇市物品購入等競争入札取扱要綱●  

(指名停止)  

第 13 条 市長は、資格要綱第 10 条の規定により入札参加資格があると認定された者(以下「有資格者」とい

う。) が別表に掲げる措置要件の一に該当するときは、情状に応じて別表各号に定めるところにより期間を定

め、当該有資格者について指名停止を行うものとする。  

2 市長は、前項の規定による指名停止を行ったときは、物品購入等の契約のための指名を行うに際し、当該指名

停止に係る有資格者を指名してはならず、当該指名停止に係る有資格者を現に指名しているときは、指名を取

り消すものとする。  

3 第 1 項の規定により指名停止を行ったときは、当該有資格者に書面で遅滞なくその旨を通知するものとする。  

  

●那覇市暴力団排除条例● (平成 24 年那覇市条例第 1 号) 

(定義)  

第 2 条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。  



(1) 暴力団 暴力団員による不当な行為防止等に関する法律 (平成 3 年法律第 77 号。以下「法」という。)第 2 

条第 2 号に規定する暴力団をいう。  

(2) 暴力団員 法第 2 条第 6 号に規定する暴力団員をいう。  

  

●暴力団員による不当な行為防止等に関する法律●  

（定義） 

第二条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。  

(2) 暴力団 その団体の構成員（その団体の構成団体の構成員を含む。）が集団的に又は常習的に暴力的不法行為

等を行うことを助長するおそれがある団体をいう。  

(6) 暴力団員 暴力団の構成員をいう。  

  

●政府契約の支払遅延防止等に関する法律●  

(支払遅延に対する遅延利息の額)  

第八条 国が約定の支払時期までに対価を支払わない場合の遅延利息の額は、約定の支払時期到来の日の翌日か

ら支払をする日までの日数に応じ、当該未支払金額に対し財務大臣が銀行の一般貸付利率を勘案して決定する

率を乗じて計算した金額を下るものであつてはならない。但し、その約定の支払時期までに支払をしないこと

が天災地変等やむを得ない事由に因る場合は、特に定めない限り、当該事由の継続する期間は、約定期間に算

入せず、又は遅延利息を支払う日数に計算しないものとする。  

 

●会社更生法●(平成 14 年法律第 154 号) 

(更生手続開始の申立て) 

第十七条 株式会社は、当該株式会社に更生手続開始の原因となる事実(次の各号に掲げる場合のいずれかに該

当する事実をいう。)があるときは、当該株式会社について更生手続開始の申立てをすることができる。 

一 破産手続開始の原因となる事実が生ずるおそれがある場合 

二 弁済期にある債務を弁済することとすれば、その事業の継続に著しい支障を来すおそれがある場合 

 

●民事再生法●(平成 11 年法律第 225 号) 

(再生手続開始の申立て) 

第二十一条 債務者に破産手続開始の原因となる事実の生ずるおそれがあるときは、債務者は、裁判所に対し、

再生手続開始の申立てをすることができる。債務者が事業の継続に著しい支障を来すことなく弁済期にある債務

を弁済することができないときも、同様とする。 

２ 前項前段に規定する場合には、債権者も、再生手続開始の申立てをすることができる。 

(平一六法七六・一部改正) 

 


